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A 1. 新生児疾病は約 5%のものに存在した。それは必ずしも出生時の低体重と関係しない。
2. 治療を要する先天性疾患は約 5%のものに存在した。
3. 上記 2 種の疾患のほかに，生後12カ月聞に総数402回の疾患が記録された。乙れを
a 個人別にみると最小 O 回，最大11回で，平均4.84土 2.64回であった。
b 約%が呼吸疾患，約%が消化器疾患であった。
c 月令別の発生総数は12カ月を通じてあまり変動がなく，毎月乳児 5 人につき 2 人が病気
をし，そのうち 1人は呼吸器の疾病という割合であった。
d 入院治療を要するものは 3 例あった。
4. 1. 2.3. を通じて疾病の種類としては，小児内科的疾患が80%，眼疾患 7 労，皮ふ疾患 6%
耳疾患 4%，外科的疾患 2%，整形外科的疾患が 2%であった口また，これらのうちで，診
療のために大病院の検査・治療の機能を必要としたものは 5 労前後であった。








3. A-3 の疾病に関して受療した医療機関数は 1 人平均 2 カ所であるが， 3 カ所以上のもの














上述の調査結果から，人口 10万，出生率25の都市を想定すると，年間約 10 ， 000 件の一般疾患， 100 








1. 調査対象が当該地域の出生児を充分に represent するよう配慮がなされている点
2. 調査対象(およびその家族)との接触がきわめて密であって，他の方法では得られない vivid
な情報を把握している点
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3. 資料の扱い方が社会学的洞察にもとづいており，単なる数量的処理にとどまっていない点
にある。
論文の主内容は，
乳児の疾病と質と量
E それらと環境諸国子との関係
E 受診の様態
の 3 部から成るが，いずれも従来の乳幼児保健研究において取上げられることのなかった新しい角度
から，問題の所在を明らかにしたものである。
著者はこれらの資料にもとづいて，現今のごとき人口の都市集中がっつ、くかぎり，乳児の疾患とそ
の受診率の増大が不可避であること。それに対処すべき態勢が，保健行政的にも，医療制度的にも欠
除していることを明らかにしている。これは，新しい乳幼児保健対策樹立の必要性を指摘したものと
して，重要な意義をもつものである。
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